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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第69期
第２四半期
連結累計期間

第70期
第２四半期
連結累計期間

第69期

会計期間
自平成28年４月１日
至平成28年９月30日

自平成29年４月１日
至平成29年９月30日

自平成28年４月１日
至平成29年３月31日

売上高 （百万円） 39,143 54,034 96,715

経常利益 （百万円） 674 2,403 3,454

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（百万円） 501 1,947 2,653

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 424 2,150 2,770

純資産額 （百万円） 22,382 26,304 24,722

総資産額 （百万円） 65,394 77,670 77,306

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 10.62 41.61 56.41

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 34.2 33.9 32.0

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,568 △2,274 4,248

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △447 △287 △811

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,308 △715 13

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） 8,269 11,771 15,049

 

回次
第69期
第２四半期
連結会計期間

第70期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成28年７月１日
至平成28年９月30日

自平成29年７月１日
至平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 14.35 34.54

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．当社は、第69期第２四半期連結会計期間より「役員報酬ＢＩＰ信託」を導入しております。当該信託が保有

する当社株式については、自己株式として計上しております。１株当たり四半期（当期）純利益金額の算定

上、「普通株式の期中平均株式数」の計算において控除する自己株式数に含めております。

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び当社の関係会社）

が判断したものであります。

 

(1）業績の状況

当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、企業部門においては、輸出や生産の持ち直しが続き、設備投資

は緩やかに増加しており、また、企業業績も順調に推移し、景況感も改善しております。家計部門においても、堅調

な雇用や所得情勢を受けて個人消費も回復しており、景気は持ち直してきております。一方で、国際経済の不確実性

や地政学的リスクの高まりなど、引き続き先行き予断を許さない状況になっております。

当社が属する建設産業におきましても、公共投資はピークアウトしている状況は変わりありませんが、高い水準を

維持しており、需要は底堅く推移しております。民間投資においても、好調な企業業績を受け投資意欲は高く、人手

不足による省力化投資やオリンピック関連の建設需要も多く企業収益は好調に推移しております。

このような経済状況のもと、当社は、グループ全体での収益最大化を目指し、土木部門では、新設橋梁の発注量が

減少する中、新設橋梁の安定的な受注を維持しつつ、既存の高速道路や橋梁の長寿命化対策の１つである「床版取替

工事」等の大規模更新やメンテナンス分野の事業拡大を目指し、社会ニーズに対応できる体制整備に取り組んでまい

りました。建築部門においては、勝ち残りのための競争力向上を目指し、「品質最優先の取り組み」および「コスト

競争力の改善」といった根本的な課題解決に注力すると同時に、事業成長の推進力となるＰＣ技術を取り入れた企

画・提案型の受注活動に取り組んでまいりました。

この結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高540億34百万円（前年同四半期比38.0％増）となりまし

た。

利益につきましては、グループ各社とともに省力化、原価低減及び経費の削減等を懸命に取り組み、営業利益24億

32百万円（前年同四半期比272.8％増）、経常利益24億３百万円（前年同四半期比256.4％増）、親会社株主に帰属す

る四半期純利益19億47百万円（前年同四半期比287.9％増）となりました。

当第２四半期連結累計期間の受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

区分
前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間 比較増減（△）

 金額(百万円)  構成比(％)  金額(百万円)  構成比(％)  金額(百万円)  増減率(％)

土木建設事業 26,892 57.4 26,700 58.2 △191 △0.7

建築建設事業 18,965 40.4 18,086 39.5 △878 △4.6

製造事業 597 1.3 734 1.6 137 22.9

その他兼業事業 413 0.9 331 0.7 △81 △19.7

合計 46,867 100.0 45,854 100.0 △1,013 △2.2

 
セグメントの業績は、以下のとおりであります。

土木建設事業は、売上高は296億38百万円（前年同四半期比54.3％増）、セグメント利益は39億15百万円（前年同

四半期比75.5％増）となりました。

建築建設事業は、売上高は236億92百万円（前年同四半期比21.9％増）、セグメント利益は27億37百万円（前年同

四半期比47.1％増）となりました。

製造事業は、売上高は24億80百万円（前年同四半期比33.6％増）、セグメント損失は61百万円（前年同四半期は36

百万円の利益）となりました。

その他兼業事業は、売上高は20億51百万円（前年同四半期比23.6％増）、セグメント利益は１億54百万円（前年同

四半期比3.1％減）となりました。

なお、セグメントの業績は、報告セグメントの売上高、セグメント利益又は損失を記載しております。
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(2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、117億71百万円と

なりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、使用した資金は22億74百万円（前年同四半期比44.9％増）となりました。これは主に税金等調整

前四半期純利益を計上しましたが、たな卸資産の増加および仕入債務の減少、売上債権の増加等により支出超過と

なったためであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、使用した資金は２億87百万円（前年同四半期比35.8％減）となりました。これは主に工場設備更

新による有形固定資産の取得によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、使用した資金は７億15百万円（前年同四半期比45.3％減）となりました。これは主に配当金の支

払によるものであります。

この結果、当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比べ32億77百万円減

少し、117億71百万円となりました。

 

(3)経営方針・経営戦略及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当社は「中期経営計画2016（2016年度～2018年度）」の最終年度である2018年度において、受注高1,130億円、

売上高1,100億円、営業利益29億円、営業利益率2.6％、経常利益28億円、経常利益率2.5％、ＲＯＥ7.7％、

ＲＯＡ3.8％、Ｄ／Ｅレシオ0.48倍、配当性向23.7％を目標としております。しかしながら、当初予想より経営環境

が堅調に推移しており、当社の収益力も大きく向上し、2016年度実績及び2017年度見込も中期経営計画数値目標を達

成する状況であるなか、資材費上昇懸念や働き方改革等によるコストアップ要因も含め総合的に勘案した結果、

平成29年11月９日に開示しております通り、計画最終年度である2018年度の数値目標を、受注高1,140億円、売上高

1,130億円、営業利益38億円、営業利益率3.4％、経常利益37億円、経常利益率3.3％、ＲＯＥ9.8％、ＲＯＡ4.7％、

Ｄ／Ｅレシオ0.42倍、配当性向26.7％といたしました。

 

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費の金額は、２億66百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 110,000,000

計 110,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年11月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 47,486,029 47,486,029
東京証券取引所

市場第一部

完全議決権株式

であり、権利内

容に何ら限定の

ない当社におけ

る標準となる株

式

単元株式数

100株

計 47,486,029 47,486,029 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成29年７月１日～

平成29年９月30日
－ 47,486,029 － 4,218 － 8,110
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（６）【大株主の状況】

  平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％）

三菱マテリアル株式会社 東京都千代田区大手町一丁目３番２号 15,860 33.40

みずほ信託銀行株式会社　退職給付信託　太平
洋セメント口　
再信託受託者　資産管理サービス信託銀行株式
会社（注）２　　

東京都中央区晴海一丁目８番12号 4,491 9.45

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 3,083 6.49

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託

口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,904 4.01

住友電気工業株式会社 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 1,834 3.86

岡山県 岡山市北区内山下二丁目４番６号 839 1.76

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（役員

報酬ＢＩＰ信託口・75949口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 601 1.26

三菱地所株式会社 東京都千代田区大手町一丁目６番１号 496 1.04

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（信託口５）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 446 0.93

ピーエス三菱従業員持株会 東京都中央区晴海二丁目５番24号 419 0.88

計 － 29,977 63.13

　（注）１．所有株式数は、千株未満を切捨て表示しております。

２．みずほ信託銀行株式会社　退職給付信託　太平洋セメント口　再信託受託者　資産管理サービス信託銀行株
式会社の所有株式は、太平洋セメント株式会社が所有していた当社株式をみずほ信託銀行株式会社に信託し
たものが、資産管理サービス信託銀行株式会社に再信託されたもので、議決権は太平洋セメント株式会社に
留保されております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

88,500

－

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

単元株式　100株

完全議決権株式（その他）
普通株式

47,364,700

 

473,647

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

単元株式　100株

単元未満株式
 普通株式

32,829
－

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

１単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 47,486,029 － －

総株主の議決権 － 473,647 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の「株式数」欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,100株及び役員報酬

ＢＩＰ（Board Incentive Plan）信託が所有する株式601,100株が含まれております。また、「議決権の数」欄

には、同機構名義及び同信託名義の完全議決権株式に係る議決権の数がそれぞれ21個、6,011個含まれておりま

す。

２．「単元未満株式」の「株式数」欄には、当社所有の自己株式95株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年９月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社ピーエス三菱

東京都中央区晴海

二丁目５番24号
88,500 － 88,500 0.19

計 － 88,500 － 88,500 0.19

（注）上記の自己保有株式のほか、役員報酬ＢＩＰ信託にかかる信託口が所有する当社株式601,100株を連結財務諸表

上、自己株式として処理しております。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ピーエス三菱(E01161)

四半期報告書

 7/20



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成29年７月１日から

平成29年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 15,049 11,771

受取手形・完成工事未収入金等 37,108 ※３ 38,247

電子記録債権 1,053 1,775

未成工事支出金 4,097 4,732

その他のたな卸資産 ※２ 1,424 ※２ 1,555

繰延税金資産 78 160

未収入金 1,160 1,660

その他 425 614

貸倒引当金 △134 △145

流動資産合計 60,263 60,371

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物 7,098 7,110

機械、運搬具及び工具器具備品 11,241 11,294

土地 8,923 9,028

リース資産 611 611

建設仮勘定 16 39

減価償却累計額 △15,660 △15,882

有形固定資産合計 12,232 12,201

無形固定資産 217 206

投資その他の資産   

投資有価証券 2,320 2,558

破産更生債権等 1,453 1,437

繰延税金資産 131 146

退職給付に係る資産 1,194 1,228

その他 947 957

貸倒引当金 △1,453 △1,438

投資その他の資産合計 4,593 4,890

固定資産合計 17,043 17,298

資産合計 77,306 77,670
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 18,663 ※３ 17,720

電子記録債務 7,292 7,109

短期借入金 ※４ 7,561 ※４ 7,502

1年内返済予定の長期借入金 － 37

未払法人税等 735 666

未成工事受入金 4,206 3,841

賞与引当金 270 291

完成工事補償引当金 263 303

工事損失引当金 368 309

その他 2,893 3,127

流動負債合計 42,254 40,908

固定負債   

長期借入金 ※４ 3,907 ※４ 3,832

繰延税金負債 55 131

再評価に係る繰延税金負債 1,266 1,266

役員退職慰労引当金 71 69

株式報酬引当金 51 83

退職給付に係る負債 4,328 4,467

資産除去債務 86 87

その他 560 520

固定負債合計 10,328 10,458

負債合計 52,583 51,366

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,218 4,218

資本剰余金 8,110 8,110

利益剰余金 11,228 12,607

自己株式 △252 △252

株主資本合計 23,306 24,684

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 680 850

土地再評価差額金 1,679 1,679

為替換算調整勘定 △225 △259

退職給付に係る調整累計額 △717 △651

その他の包括利益累計額合計 1,416 1,619

非支配株主持分 0 0

純資産合計 24,722 26,304

負債純資産合計 77,306 77,670
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

売上高 39,143 54,034

売上原価 34,818 47,518

売上総利益 4,325 6,515

販売費及び一般管理費 ※ 3,673 ※ 4,082

営業利益 652 2,432

営業外収益   

受取利息 2 2

受取配当金 20 31

持分法による投資利益 47 5

スクラップ売却益 4 11

貸倒引当金戻入額 0 1

その他 32 22

営業外収益合計 107 76

営業外費用   

支払利息 46 57

為替差損 2 0

支払保証料 17 32

支払手数料 18 10

その他 1 2

営業外費用合計 85 104

経常利益 674 2,403

特別利益   

固定資産売却益 0 2

投資有価証券売却益 18 0

その他 2 －

特別利益合計 22 2

特別損失   

固定資産除売却損 5 0

投資有価証券評価損 0 0

ゴルフ会員権評価損 － 3

その他 0 －

特別損失合計 5 4

税金等調整前四半期純利益 690 2,401

法人税、住民税及び事業税 207 552

法人税等調整額 △18 △98

法人税等合計 188 454

四半期純利益 501 1,947

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
0 △0

親会社株主に帰属する四半期純利益 501 1,947
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

四半期純利益 501 1,947

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △45 170

為替換算調整勘定 △55 △16

退職給付に係る調整額 61 66

持分法適用会社に対する持分相当額 △39 △16

その他の包括利益合計 △77 202

四半期包括利益 424 2,150

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 424 2,150

非支配株主に係る四半期包括利益 0 △0
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 690 2,401

減価償却費 324 310

のれん償却額 3 9

持分法による投資損益（△は益） △47 △5

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） 3 14

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 132 159

工事損失引当金の増減額（△は減少） △41 △59

受取利息及び受取配当金 △22 △33

支払利息 46 57

支払手数料 18 10

為替差損益（△は益） 0 0

固定資産除売却損益（△は益） 4 △1

投資有価証券売却損益（△は益） △18 △0

売上債権の増減額（△は増加） 2,802 △1,874

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,407 △772

仕入債務の増減額（△は減少） △4,282 △1,122

未成工事受入金の増減額（△は減少） 2,201 △365

その他 △486 △419

小計 △1,077 △1,690

利息及び配当金の受取額 22 33

利息の支払額 △46 △57

法人税等の支払額 △466 △559

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,568 △2,274

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △419 △299

有形固定資産の売却による収入 0 25

投資有価証券の売却による収入 24 0

関係会社出資金の払込による支出 △35 －

貸付けによる支出 △20 △0

貸付金の回収による収入 1 1

その他 2 △13

投資活動によるキャッシュ・フロー △447 △287

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △639 △57

長期借入金の返済による支出 △22 △37

リース債務の返済による支出 △45 △43

自己株式の取得による支出 △202 △0

配当金の支払額 △379 △568

その他 △19 △7

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,308 △715

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4 △1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,329 △3,277

現金及び現金同等物の期首残高 11,599 15,049

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 8,269 ※ 11,771
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【注記事項】

（追加情報）

（取締役及び執行役員に対する業績連動型株式報酬制度）

当社は、平成28年６月28日開催の第68回定時株主総会において、当社取締役及び執行役員（社外取締役及び海

外居住者を除く。以下「取締役等」という。）へのインセンティブプランとして、平成28年度から業績連動型株

式報酬制度（以下「本制度」という。）を導入することを決議しました。本制度は取締役等の報酬と当社グルー

プ業績との連動性をより明確にし、当社の中長期的な業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を高めることを

目的としております。

信託に関する会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取

扱い」（実務対応報告第30号　平成27年３月26日）に準じております。

１　取引の概要

役員報酬ＢＩＰ（Board Incentive Plan）信託と称される仕組みを採用し、当社が拠出する取締役等の報酬額

を原資として役員報酬ＢＩＰ信託により取得した当社株式を各連結会計年度の業績目標の達成度等に応じて当社

取締役等に交付します。

２　信託に残存する当社株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株

式として計上しております。前連結会計年度末及び当第２四半期連結会計期間末における当該自己株式の帳簿価

額及び株式数は213百万円及び601,100株であります。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１　保証債務

次の取引先の手付金に対し保証を行っております。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）

当第２四半期連結会計期間

（平成29年９月30日）

株式会社グランイーグル －百万円 12百万円

 

※２　その他のたな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成29年９月30日）

商品及び製品 22百万円 22百万円

仕掛品 1,270 1,395

原材料及び貯蔵品 131 132

兼業事業支出金 － 3

計 1,424 1,555

 

※３　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当四半期連結会計年度末日は金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半

期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）

当第2四半期連結会計期間

（平成29年９月30日）

受取手形 －百万円 74百万円

支払手形 －百万円 ３百万円
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※４　財務制限条項

(1)当社は平成29年３月28日にシンジケート方式によるコミットメントライン契約を締結しております。

本契約に基づく当第２四半期連結会計期間末の借入未実行残高は次のとおりです。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）

当第２四半期連結会計期間

（平成29年９月30日）

コミットメントラインの総額 17,300百万円 17,300百万円

借入金実行残高 6,300 6,100

借入金未実行残高 11,000 11,200

なお、本契約には下記の財務制限条項が付されております。

経常利益の維持

平成29年３月期以降の各年度の決算期における連結の損益計算書上の経常損益に関して２期連続して経常

損失を計上しないこと。

 

(2)当社は平成27年９月30日に金銭消費貸借契約（長期借入金のうち1,600百万円）を締結しております。

本契約には下記①及び②の財務制限条項が付されております。

①純資産維持

平成28年３月期決算期末日以降の各年度の決算期末日において、連結の貸借対照表における純資産の部の

合計金額を当該決算期の直前の決算期の末日又は平成26年３月期の末日の連結の貸借対照表における純資産

の部の合計金額のいずれか大きい方の75％の金額以上に維持すること。

②経常利益の維持

平成28年３月期以降の各年度の決算期における連結の損益計算書上の経常損益に関して２期連続して経常

損失を計上しないこと。

 

５　偶発債務

当社は、国土交通省中部地方整備局（以下、発注者）より平成25年１月21日付で発注され、当社が施工し

た「平成24年度三遠南信19号橋PC上部工事」（以下、本工事）について、発注者より本工事の撤去再構築が

必要と判断された場合には、供用開始から10年間に限り、1,669百万円を限度とする瑕疵担保責任を負担し

ております。

また、瑕疵担保責任を担保するために履行保証を設け、支払承諾契約を締結しております。この契約にお

いて下記の財務維持要件に抵触した場合には、発注者から本工事の撤去再構築の通知催告等がなくても、支

払承諾約定に基づく事前求償債権が発生するため、支払承諾者に対して1,669百万円を限度とする事前求償

債権額の支払義務が生じます。

①純資産維持

平成27年３月期決算期末日以降の各年度の決算期末日において、連結の貸借対照表における純資産の部の

合計金額を当該決算期の直前の決算期の末日または平成26年３月期の末日の連結の貸借対照表における純資

産の部の合計金額のいずれか大きい方の80％の金額以上に維持すること。

②経常利益の維持

平成27年３月期以降の各年度の決算期における連結の損益計算書上の経常損益に関して２期連続して経常

損失を計上しないこと。なお、２期目の判定については、決算短信等で経常損失見込みとなった時点で、当

該要件に抵触するものと判断できるものとする。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
　　至 平成28年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
　　至 平成29年９月30日）

従業員給料手当 1,342百万円 1,508百万円

賞与引当金繰入額 54 76

退職給付費用 116 121

役員退職慰労引当金繰入額 28 9

株式報酬引当金繰入額 14 32

のれん償却額 3 9

貸倒引当金繰入額 △22 △1
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のと

おりであります。

 

前第２四半期連結累計期間

（自　平成28年４月１日

至　平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間

（自　平成29年４月１日

至　平成29年９月30日）

現金預金勘定 8,269百万円 11,771百万円

現金及び現金同等物 8,269 11,771

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日

定時株主総会
普通株式 379百万円 8.0 円  平成28年３月31日  平成28年６月29日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月27日

定時株主総会
普通株式 568百万円 12.0 円  平成29年３月31日  平成29年６月28日 利益剰余金

（注）　平成29年６月27日開催の定時株主総会による配当金総額には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式に対す

る配当金７百万円が含まれております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

 
土木建設
事業

建築建設
事業

製造事業
その他
兼業事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 18,689 19,443 597 413 39,143 － 39,143

セグメント間の内部
売上高又は振替高

519 － 1,259 1,246 3,024 △3,024 －

計 19,208 19,443 1,856 1,659 42,168 △3,024 39,143

セグメント利益

(売上総利益）
2,230 1,860 36 159 4,287 38 4,325

（注）１．セグメント間取引消去によるものであります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の売上総利益と調整を行っております。
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２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 4,287

調整額（セグメント間取引消去） 38

販売費及び一般管理費 △3,673

四半期連結損益計算書の営業利益 652

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　（のれんの金額の重要な変動）

　「土木建設事業セグメント」において、株式会社亀田組準備会社が、吸収分割により株式会社亀田組の今後

の事業継続に係る権利義務の全てを承継したことにより、当第２四半期連結会計期間においてのれんが197百

万円発生しております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

 
土木建設
事業

建築建設
事業

製造事業
その他
兼業事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 29,275 23,692 734 331 54,034 － 54,034

セグメント間の内部
売上高又は振替高

362 － 1,745 1,719 3,828 △3,828 －

計 29,638 23,692 2,480 2,051 57,862 △3,828 54,034

セグメント利益又は損失

(△)(売上総利益)
3,915 2,737 △61 154 6,745 △229 6,515

（注）１．セグメント間取引消去によるものであります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の売上総利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 6,745

調整額（セグメント間取引消去） △229

販売費及び一般管理費 △4,082

四半期連結損益計算書の営業利益 2,432

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 10円62銭 41円61銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
501 1,947

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
501 1,947

普通株式の期中平均株式数（千株） 47,281 46,796

（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

２　役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式を、１株当たり四半期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計

算において控除する自己株式に含めております。なお、役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式の期中平均

株式数は前第２四半期連結累計期間において112,477株、当第２四半期連結累計期間において601,100株であ

ります。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

(1）決算日後の状況

特記事項はありません。

 

(2）重要な訴訟等

特記事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社ピーエス三菱(E01161)

四半期報告書

18/20



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年11月９日

株式会社ピーエス三菱

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 佐々木　雅　広　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 鹿　島　高　弘　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ピーエ

ス三菱の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成29年７月１日から

平成29年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ピーエス三菱及び連結子会社の平成29年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１　上記は当社（四半期報告書提出会社）が、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したもので

あり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

（注）２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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